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研究要旨  

全国：日本腎臓病協会 CKD 対策部会と連携し、地域の実情に即した診療連携体制の構築を推進した。1)連

携制度の構築とその効果をモニタリングするための定点観測地域では、連携制度数は変動があるものの、

連携に参加するかかりつけ医数は増加もしくは高め安定で推移した。2)アンケート調査の結果、2019 年度

ではかかりつけ医から腎臓専門医への紹介が最も多い CKDステージは G3bだったが、2024 年度は CKDステ

ージ G4で紹介するというかかりつけ医が最多となった。一方、腎臓専門医がかかりつけ医と連携して併診

すべきと考える CKD ステージは、2019 年度と同様に 2024 年度も G3b であった。かかりつけ医と腎臓専門

医間に紹介・連携すべきと考える CKD 患者ステージに格差が広がっており、厚生労働省が作成した簡易版

かかりつけ医から腎臓専門医への紹介基準（CKDG3bでの紹介を推奨）のパンフレットを日本医師会の会員

に向けて配布した。3)2024 年度下半期に全国 12 ブロックで開催された腎臓専門医と自治体担当者間での

意見交換会では、行政および県医師会の CKD 対策への理解と協力に地域差があること、また専門医数が不

足している地域では連携体制構築が困難なため CKD 連携協力医（CKD ケアに積極的もしくは素養のあるか

かりつけ医）の育成が急務であることなどが明らかとなった。4)好事例である旭川市、千葉県、岡山県美

作、熊本市の定点観測地域に加え、診療連携体制構築に成功している先駆的地域として大阪府および沖縄

県南城市の詳細な情報を CKD診療連携体制構築プログラムとして公開し、横展開のための資料とした。 

 

北北海道ブロック ：11月 28日に北海道ブロック内行政 CKD対策関係者との意見交換会を開催し、各地域

における CKD 対策の現状と課題を共有した。 

 

南北海道ブロック ：かかりつけ医との医療連携を構築するために勉強会、講演会を積極的に開催した。 

 
東北ブロック ：東北ブロックの日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会(J-CKDI)各県代表ならびに自治体（6県・
1政令市）担当者が一堂に会するブロック会議を開催し、CKD対策の総論の共有、地域における取り組み事例
（普及啓発、診療連携体制構築、診療水準向上、人材育成）の共有と課題の抽出を行ない今後の連携に資す
る意見交換を交換した。 
 

北陸ブロック ：石川県ではかかりつけ医と専門医が連携して生活習慣病の重症化予防を取り組むための石
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川県糖尿病対策推進会議を行政（市町村）、医師会、保険者、が連携する仕組みが設立され、受診勧奨、ハ

イリスク者の保健指導が行われた。これらの取り組みは新潟県、富山県、福井県でも、地域の医療状況に合

わせた形で推進されている。 

 

東京ブロック：大病院や大企業が多い東京都では特に、メディカルスタッフを含めた院内他科や、企業との

連携構築が重要であり、CKD啓発を兼ねた内容の血圧手帳を活用した取組を進めている。 

 

南関東ブロック： 令和５年度に千葉県と神奈川県が、令和６年度には埼玉県越谷市が厚労省モデル事業に

採択され、それぞれ行政、医師会、専門医が連携する会議体が設立され、新たな紹介基準や診療情報提供

書、ＣＫＤ協力医・サポーター制度が運用開始されている。県保健医療計画の中に CKD対策が盛り込まれ、

行政の協力が得られるようになった。千葉県では薬剤師会や栄養士会などとの連携も強化した。 

 
東海ブロック ：各都道府県責任者とかかりつけ医（医師会）、各県行政機関の担当者との間でCKD診療連携
体制の構築を推進し、各地域の実情に即して体制を構築する。各地域の医師会には積極的にCKD診療連携モ
デル構築に参画を促した。 
各県行政機関には各地域の医師会と協力して、CKD診療ガイド2024を参考に健診結果に基づく受診勧奨の推
進を地域の実情にあわせて行った。 
 

近畿ブロック：蛋白尿は心血管系疾患等および死亡のリスクであることが複数の疫学研究により明らかに

されている。しかし、特定健診受診者における医療的介入が必要と考えられる中等度以上の蛋白尿患者が

特定健診受診後に医療機関にアクセスし適切な医療に繋げられているかは、ほとんど検討されていない。

そこで、特定健診にて発見された無治療の蛋白尿陽性患者の健診後の医療機関へのアクセスを保険者ごと

に比較し、医療アクセス率の高い市町村区の特定健診とそれにかかる受診勧奨の体制等の取り組みを明ら

かにすることにより、適切な医療アクセススキームを検討することとした。医療機関アクセス率が上位で

ある市町村区において、ヒアリング調査と検討会で得られた情報をもとにアンケート調査を実施した結果、

個別健診の割合が高いことが高い医療機関アクセス率に関連している可能性が示された。 

 

中国ブロック：病診連携の構築に加えて、行政と医療機関との連携体制の構築を各地で行った。 

 

九州・沖縄ブロック ：12月に厚生労働省腎疾患政策研究班主催、日本腎臓学会、日本腎臓病協会後援の

もと、九州・沖縄ブロック会議を対面にて開催した。会議では各県の代表および行政担当者が一同に集

い、先進事例（福岡市、熊本市、長崎県佐世保市）の活動の紹介のあと、3グループに分かれて討論、そ

の後全体討論・総括を行い、進捗の確認、情報共有を行った。また、熊本市 CKD対策推進会議を 5年ぶり

に開催し、行政、専門医、医師会、薬剤師会、熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会、保険者など多くの参

加のもと議論を行った。 

 

定点観測： 

旭川市：旭川市医師会、旭川CKDモデル事業委員会と連携し、旭川圏域でかかりつけ医向けのCKD紹介基

準、市内腎臓専門医リストを記載した資材を作成し配布した。 

 

千葉県 ：千葉県では、適切な慢性腎臓病（CKD）診療をすべての県民に遍く提供することを目指し、CKD

重症化予防対策をすすめてきた。千葉県内でかかりつけ医252名（令和7年2月現在）がCKD対策協力医とな

り、かつ全郡市医師会に登録医を養成することができた。千葉県薬剤師会は「千葉県薬剤師会公認CKD 協

力薬局制度」を開始し、現在９３薬局が参加し、お薬手帳に添付している「千葉県CKDシール」により126

件の疑義紹介が行われた。また千葉県栄養士会から管理栄養士をかかりつけ医に派遣し栄養指導を行う体

制が構築された。これらにより、保険者からの受診勧奨によりCKD対策協力医を受診した患者数は令和6年

７１１名に増加、CKD対策協力医と腎臓専門医の連携も活発になることを示すデータも得られた（下述）。

そして、「健康ちば２１」にCKD対策が新規で重要課題と位置付けられた。 

 

岡山県美作：今年度も美作 CKD-NETの定点観測を行った。CKD診療連携体制がしっかり構築され運用されて

いる。今後のさらなる発展が期待される。 

 

熊本市：コロナ禍以来途絶えていた熊本市 CKD 対策推進会議を 5 年ぶりに開催。行政、専門医、医師会、

薬剤師会、熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会、保険者など以前よりも参加対象となる領域を拡大して開
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催した。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研究

班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、そし

て特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本全国 47

都道府県を網羅するネットワークと連携し、腎疾

患対策検討会報告書に基づいた CKD対策の社会実

装を推進する。具体的には各都道府県における

CKD 対策を経年的にプロセス・アウトカム評価

し、改善点を検討して PDCAサイクルを回し、ま

た CKD診療連携体制の好事例（定点観測地域な

ど）を積極的に横展開することで、全国レベルで

の CKD対策を推進することを目的とする。これに

より CKD 重症化を予防して新規透析導入患者数を

減少させ、さらに CKD患者（透析患者及び腎移植

患者を含む）の QOLの維持向上を図る。 

特に診療連携体制構築の柱では、  

(1)地域の実情に即したCKD診療連携体制の構築 

ブロック長、各都道府県幹事を中心に、かかりつ

け医と腎臓専門医・連携協力医との連携体制構築を

推進する。その際、定点観測地域（旭川、千葉、岡

山、熊本）を中心に、その他のエリアの取り組みの

優れた点、問題点・改善点を研究班で検討し、PDCA

サイクルを回す。適宜、行政によるCKD診療連携構

築モデル事業の申請および糖尿病性腎症重症化予

防プログラムとの相乗りを目指す。成果はHP上でデ

ータベースとして年度ごとに公開する。 

(2)紹介基準・連携パスの普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療機関

への紹介基準」や各エリアで使用中の紹介基準、連

携パスの利活用を推進する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

１）診療連携体制の構築 

各都道府県責任者を中心に、かかりつけ医（医師

会）、腎臓専門医・専門医療機関、行政との連携体

制の構築を推進する。その連携に腎臓病療養指導

士や保健師も参画させる。その際、行政や都道府県

医師会を通した大規模な連携を構築するトップダ

ウンのアプローチ、腎臓専門医・専門施設とその医

療圏におけるかかりつけ医（医師会）との小規模な

連携からスタートして横展開するボトムアップの

アプローチなど、地域の実情に即して体制構築に

取り組む。また行政には、CKD診療連携構築モデル

事業への参画を促す。各エリアの体制構築の進捗

状況、腎臓専門医や連携協力医、腎臓病療養指導士

の所在情報を調査して公開し、年度ごとに更新す

る。 

２）紹介基準の普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療

機関への紹介基準」もしくはエリアの実情に即し

て修正した紹介基準を、診療連携体制構築の一環

として前年度に引き続き普及させる。紹介率（逆紹

介率については定点観測地域）の年次推移をモニ

タリングして公開し、年度ごとに更新する。 

 

南北海道ブロック ：かかりつけ医との医療連携

を構築するために勉強会、講演会を行う。 

 

東北ブロック ：CKD 対策の総論の共有、地域にお

ける取り組み事例の共有と課題の抽出を目的に日

本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会(J-CKDI)各県代

表ならびに自治体（6 県・1政令市）担当者が一堂

に会したブロック会議を開催した。 

日時：2024年 11月 6日（水）15：00〜17：00 

場所：TKPガーデンシティ仙台  カンファレンスル

ーム 21E（〒980-6130仙台市青葉区中央 1-3-1 AER 

21階） 

出席者（下表）： 

 

 
議題： 1．対策の総論の共有、 

2．地域における取り組み事例の紹介 

（青森県、山形県）、 

3．自治体担当者を交えたグループディス 

カッション 

 

北陸ブロック ：各県の医療状況の特性に合わせて、

行政や医師会、腎臓病療養指導士、薬剤師、保健師、

管理栄養士などの多職種と連携を取りながら対策

を推進する。またそれらの取り組み状況を相互に

共有し、対策の参考とする。 

 

東京ブロック：厚生労働省の令和５年度慢性腎臓病

（CKD）重症化予防のための診療体制構築及び多職

種連携モデル事業に東京都からは慈恵大学が採択

され、院内の腎臓病療養指導士等の協力を得て、

CKD啓発を兼ねた内容の「腎臓内科チームが作成し

た血圧手帳」を作成した。 
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南関東ブロック：県保健医療計画の中に CKD 対策

の内容を盛り込んでいただき、行政からの協力の

もと、行政、医師会、専門医が連携する会議体が設

立し、また新たな紹介基準や診療情報提供書、ＣＫ

Ｄ協力医・サポーター制度を運用する。 

 

東海ブロック ：東海４県（愛知、三重、岐阜、静

岡）の行政機関の担当者、CKD 対策代表・責任者、

厚労省疾病対策課の担当者の間で意見交換会を 11

月に名古屋で開催する。併せて、愛知県および名古

屋市医師会における CKD対策責任者を招き、CKD診

療連携モデル事業構築の参画に際し、生じうる問

題点と CKD診療の将来構想について協議を行う。 

また、CKD 診療ガイド 2024 が推奨する健診結果

に基づく受診勧奨について意見交換を行う。 

 

近畿ブロック：大阪府国民健康保険団体連合が管理

する国民健康保険データベース（KDB）から，2020

～2022 年度の既存情報を抽出し，氏名，住所など

の個人情報を削除した情報を利用した。2020～

2022 年度の大阪府国民健康保険医療制度の被保険

者 287,036人を対象にした前向きコホート研究で、

大阪府下の各市町村区保険者の特定健康診査と医

療レセプトデータを用い、2021 年度特定健診受診

時点で無治療の生活習慣病と判定された被保険者

の特定健診後の医療機関アクセス率を市町村区保

険者ごとに検討した。さらに各市町村区保険者を

対象に特定健診と受診勧奨の取り組みに関するア

ンケート調査を実施し、医療機関アクセス率に関

連する要因を検討した。観察期間におけるアウト

カム発症率は Kaplan-Meier 法で算出し、アウトカ

ムのリスク評価は Cox 比例ハザードモデルを用い

て検討した。 

 

中国ブロック：岡山県では OCKD-NET を皮切りに

KCKD-NET、MCKD-NET、東備 CKD-NEY、井笠エリア CKD-

NET、そして高梁 CKD-NET、新見市 CKD-NET が設立

され、おおよそ県内すべてのエリアに CKD-NET の

設置が完成している（下図）。今年度は、全てのエ

リアで CKD-NET の開催継続や発展が望まれた。 

 
 

 

また今年度は、中国ブロック 5県から、県・市の

担当者、県代表医、そして厚労省技官などが一同に

会する中国ブロック会議を開催し、ブロック内各

県での CKD 対策の進捗状況について情報共有を図

ることを目的とした。 

 

定点観測： 

旭川市：旭川市医師会、旭川CKDモデル事業委員

会と連携し、旭川圏域でかかりつけ医向けのCKD

紹介基準、市内腎臓専門医リストを記載した資材

を作成し配布する。 

 

千葉県 ：千葉県において、適切なCKD診療をすべ

ての県民に遍く提供することを目指し、以下を行

うことを目指した。①千葉県医師会会員の先生に

講習を受けてもらい「CKD対策協力医」になって

いただく（地域でのCKD診療の要：健診でCKDが疑

われた方の受診勧奨先、腎臓専門医との診療連

携）②お薬手帳に「CKDシール」の貼付を行い、

適切な薬剤処方を促す③健診でCKDが疑われた住

人を抽出し、CKD対策協力医に受診勧奨をすると

ともに、腎臓専門医との連携を促進する。④生活

食事指導を専門医のいる病院だけでなく、かかり

つけ医の医療機関でも指導ができるように栄養士

会の協力の基で派遣システムを構築し、運用開始

をする。倫理的配慮を怠らず進めた。 

 

岡山県美作市：平成 30年に厚生労働省から発出さ

れた、腎疾患対策検討会の報告書に基づき CKD 対

策を行ってきた。この中で示されている通り「自覚

症状に乏しい CKDを早期に発見･診断し、良質で適

切な治療を早期から実施・継続することにより、 

CKD重症化予防を徹底するとともに CKD 患者（透

析患者及び腎移植患者を含む）の QOL の維持向上

を図る」ことを目標として、「普及啓発」、「地域に

おける医療提供体制の整備」、「診療水準の向上」、

「人材育成」、「研究開発の推進」という 5本柱ごと

に今後実施すべき取組等が整理されている。 

本研究では日本全国のうち、旭川市、千葉県、熊

本市、および岡山県の美作エリアの 4 つの CKD 医

療連携ネットワークにおける、CKD診療連携体制の

実際についての調査を 2019年度から前向きに調査

することが計画されており継続してきた。今年度

も昨年までに引き続き美作 CKD-NET における CKD

診療連携体制の実際について調査を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない 

 

 

C.研究結果 

全国： 

1) 診療連携体制の構築 
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各都道府県および定点観測地（北海道旭川市、千

葉県、岡山県美作市、熊本県熊本市）において、日

本腎臓病協会 JCKDI 分科会ブロック長・定点観測

地責任者（研究分担者）と地区リーダー（研究協力

者）のリーダーシップのもと、行政および医師会と

協力しつつ、様々な診療連携体制構築の試みがな

された。 

 連携制度の構築とその効果を検証するための定

点観測地域では、連携制度数は変動があるものの、

連携に参加するかかりつけ医数は増加もしくは高

め安定で推移している。 

 
連携体制へ参画するかかりつけ医数の推移 

 

 また二人主治医制の下で管理される CKD 患者数

も増加傾向が認められる。 

 
連携体制の下で管理中の CKD患者数の推移 

 

各地域における診療連携体制の構築に行政の理

解と協力を得るために、本研究班の研究分担者と

協力者（日本腎臓病協会 JCKDI ブロック長と都道

府県代表者）と行政担当者との意見交換会をブロ

ック単位で開催した。 

・北・南北海道ブロック 令和 6年 11月 28日 

・東北ブロック 令和 6年 11月 6日 

時間：15：00〜17：00 

場所：TKP ガーデンシティ仙台  カンファレンスル

ーム 21E 

・北関東ブロック 令和 6年 12月 23日 

時間：17:00-18:00  

Web 開催 

・南関東・東京ブロック   令和 6年 12月 15日 

時間：10：00~12：00 

場所：ステーションカンファレンス東京 

・北陸ブロック 令和 6年 11月 24日 

時間：13：00～15：00 

場所：大宮ソニックシティ 7 階 701会議室（ハイ

ブリッド開催） 

・東海ブロック  令和 6年 11月 27日  

時間：18:00～20:00 

場所:TKP ガーデンシティ PREMIUM 名古屋ルーセン

トタワー 

・近畿ブロック    令和 6年 11月 10日  

時間：13:00～15:0 

場所：TKPガーデンシティ PREMIUM大阪駅前 

・中国ブロック   令和 6年 10月 11日 

時間：15:00~17:00 

場所：岡山コンベンションセンター301 号室 

・四国ブロック   令和 6年 11月 1日 

時間：16:00~17:30 

Web開催 

 
（四国ブロック意見交換会 令和６年１１月１日

開催） 

・九州・沖縄ブロック 令和 6年 12月 13 日 時

間：16:00～18:00 

場所： TKPガーデンシティ博多駅前 

 

2) 紹介基準の普及 

日本腎臓学会が日本医師会の協力のもとで作成

したかかりつけ医から腎臓専門医への紹介基準が

作成されている。（エビデンスに基づく CKD診療ガ

イドライン 2023(東京医学社)） 

 
日本臨床内科医会が日本腎臓学会との合同企画

として実施したかかりつけ医を対象とする CKD 診

療実態アンケート調査の結果では、2019 年度に腎

臓専門医への紹介が最も多い CKD ステージは G3b、

次いで G4であった。(J Clin Med 2022;11:4779)。
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しかし 2024年度の調査では、G4ステージが増加し

て最も多くなり、また G5ステージも増加しており、

より進行したレベルまでかかりつけ医が単独で診

療する傾向が認められた。 

 
かかりつけ医が腎臓専門医に紹介すべきと考える

CKD ステージの推移（日本臨床内科医会） 

 

一方、日本腎臓学会が実施した腎臓専門医アンケ

ート調査の結果、かかりつけ医との連携を開始す

べきと考える CKD ステージは、2019 年度では最多

が G3b(38.6%)、ついで G3a(26.8%)であった。2024

年度では G3b(45.3%)、ついで G3a(22.7%)となって

おり、G3b ステージで連携を開始すべきという意見

が半数近くを占めている。 

 
腎臓専門医がかかりつけ医と連携を開始すべきと

考える CKDステージの推移（日本腎臓学会） 

 

以上のように、かかりつけ医と腎臓専門医間に

紹介・連携すべきと考える CKD 患者ステージに格

差があり、集学的治療などの標準治療の有効性を

最大化するためには、G3b（eGFR30～45）での紹介

をさらに推進すべきと考えられた。そこで厚生労

働省健康・生活衛生局難病対策課・がん疾病対策課

と協力し、かかりつけ医向けの簡便な紹介基準の

パンフレット「腎臓の異常を疑ったら」を作成し、

その中で eGFR＜45からのかかりつけ医から腎臓専

門医への紹介を推奨した。本パンフレットは本研

究班班長の岡田浩一が企画・監修した日本医師会

雑誌特集号「病診連携と多職種で取り組む日本の

CKD 対策」(2024 年 7 月号)とともに全国の医師会

員に向けて配布した。 

 
パンフレット「腎臓の異常を疑ったら」 

 

3) 診療連携プログラムの構築と横展開の推進  

定点観測地域および他の好事例エリア（大阪府、

沖縄県南城市）に関して、それぞれの取り組みを構

造化した診療連携体制構築プログラムを作成し、

HP に 公 開 し た 。 （ https://ckd-

research.jp/regional/ ） 

 

 
（旭川市 CKD 診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 

 
（千葉県 CKD 診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 

https://ckd-research.jp/regional/
https://ckd-research.jp/regional/
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（大阪府 CKD 診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 

 
（岡山県美作市 CKD 診療連携体制構築プログラム

の１ページ目） 

 

 
（熊本市 CKD 診療連携体制構築プログラムの１ペ

ージ目） 

 

 
（沖縄県南城市 CKD 診療連携体制構築プログラム

の１ページ目） 

 

 

北北海道ブロック ：旭川市医師会会員に対し、以

下の資材(A4版)を配布した。 

 
 

南北海道ブロック：南北海道ブロックは札幌、道

南エリア、十勝エリア、釧路エリア、胆振エリア、

北見エリアに分かれている。各々のエリアで地域

の特性にあった病診連携を構築することが必要

である。 

札幌エリアでは人口が多いため、北部、西区、手

稲区、南区、新札幌〜恵庭と更に地区ごとに分かれ、

地区ごとの連携の勉強会、意見交換会を行った。札

幌北部 CKDネットは、札幌の中央区、東区、北区、

石狩市という広い範囲をカバーしている。ホーム

ページに腎臓専門医の予約方法や情報共有シート

も掲載しており、より連携がしやすい方法を構築

した。 

2024 年 11 月 28 日には南北北海道合同で令和 6

年度北海道ブロック慢性腎臓病対策会議を開催し

た。さっぽろ北部 CKDネット、くしろ CKDネット、

旭川圏糖尿病性腎症重症化予防協議会の活動、上

川北部圏域における糖尿病性腎症重症化予防につ

いて、発表いただき、その後南北海道/北北海道に

分かれてディスカッションを行った。旭川市国民

健康保険課、上川町、美瑛町、剣淵町役場、旭川市

保健所健康推進課、下川町、北海道庁、深川保健所、

浦河保健所、北海道釧路保健所、東神楽町、浜中町

役場、釧路町、美瑛町、苫前町、北広島市、白糠町、

訓子府町、羅臼町、南富良野町、足寄町、江別市、

黒松内町、池田町、苫小牧市、北斗市、登別市、北

海道渡島保健所、洞爺湖町、和寒町、中頓別長、夕

張市、上川保健所、中標津保健所、倶知安保健所、

江別保健所、静内保健所など多くの地域の自治体、

保健所が参加いただき、現在の問題点、今後の課題

などについての情報共有を行った。 

 

東北ブロック ： 

1．対策の総論の共有 

研究分担者より以下の事項を出席者と共有した。

①「腎疾患対策検討会報告書（平成 30年 7月）」の

全体目標、成果目標（KPI）、対策の個別施策の 5本

柱の病期に応じた腎疾患対策の全体像，②「腎疾患

かかりつけ医、産業医向けの資材配布（A4版ラミネート加工）

市内腎臓専
門医リスト

CKDの
定義

CKD
紹介基準
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対策検討会報告書（平成 30年 7月）に係る取組の

中間評価と今後の取組について（令和 5年 10月）」

（ https://www.mhlw.go.jp/ 

content/10905000/001162562.pdf）の現状及び中

間評価の概要、個別施策ごとの更に推進すべき主

な事項，③東北各県の医療資源の現況の一例とし

ての腎臓専門医数と腎臓病療養指導士数の経年変

化。 

 

2．地域における取り組み事例の紹介（青森県、山

形県） 

1）弘前大学の中村典雄先生から青森県の取組に関

して下記の説明があった。 

• 腎不全、糖尿病の死亡率，糖尿病関連糖尿病に

よる透析導入率が全国平均より高い一方で、

腎臓専門医は人口比で全国最少である。腎臓

病デー等の啓蒙活動はコロナ禍以降停滞を余

儀なくされた。地域の医療提供体制は基幹病

院に腎臓内科外来（週 1 回から月 1 回）を開

設し、精査加療の必要な腎疾患は基本的に弘

前大学腎臓内科に集約する体制をとっている。

八戸エリアでは岩手医大と協力して体制を整

備している。 

• 医療資源が乏しいことを前提とした医療提供

体制の構築が取組の中心であり、地域のかか

りつけ医にもできるだけ CKD 診療を担ってい

ただくことをコンセプトに尿所見や腎機能評

価のスキルアップのための啓蒙を進めている。

LINE を活用したかかりつけ医と腎臓専門医の

コンサルテーションシステムも試行している。 

• 現在、青森市でかかりつけ医と腎臓専門医が、

連携のためのフローチャート、医師/看護師/

管理栄養士等多職種による評価シート、管理

や薬物療法の具体的な資料マニュアルなどを

使用し、比較的進行した CKD も可能な限りか

かりつけ医がフォローしながら専門医と適切

に連携する連携パスの仕組みを構築中で、近

日中にキックオフミーティングに進む予定で

ある。 

 

2）山形大学の今田恒夫先生より山形県の取組に関

して下記の説明があった。 

• 山形市以外では常勤腎臓専門医はおらず非常

勤による診療が中心で基本的には専門医以外

が CKD を診療することが前提となり、地域で

は「みんなの CKD」という意識付けが必要であ

る。山形県でのコホート研究の成果等も踏ま

えると、アルブミン尿定量を行うと CKD は実

際にはもっと多く、CKD患者のほとんどは専門

医がカバーしきれておらず、実際には 98％を

かかりつけ医にお願いしているのが現状と考

えられる。山形県では全国と比較して高血圧、

糖尿病、心血管疾患が多いが透析患者は少な

い方である。腎臓専門医のいない地域では尿

検査、eGFR の評価が正しく行われておらず、

CKD のリスク管理が適切に行われず合併症の

ため透析導入以前に死亡している可能性が高

いとみている。 

• 地域のかかりつけ医とのコミュニケーション

の改善に取り組み、専門医への紹介時に紹介

の目的や紹介後のフォロー方針への希望（か

かりつけ医での継続フォロー、併診、専門医へ

の移行など）を明示していただくことで紹介

トラブルが減った。紹介の受け手のマンパワ

ーが足りないため、最低限尿蛋白 2+以上や

eGFR の年間 5mL/min/ 1.73m2以上の低下を示

すハイリスク例は即、専門医に紹介するよう

啓蒙している。かかりつけ医でできるだけ検

尿、eGFR を定期的に診ていただくことが重要

である。 

• 行政の CKD/糖尿病性腎症重症化予防プログラ

ムへの取組には市町村で濃淡があり、レセプ

トで未受診例，受診中断例，通院中の管理不良

例を抽出し、ターゲットをピンポイントに絞

って濃厚に介入している市町村は効果が出て

いるようである。健診データから eGFRの経年

変化の近似直線を図示し、住民に透析導入予

想日を示した連絡票を送付することにより腎

臓専門外来への受診につながっている自治体

がある。 

• 県薬剤師会の事業として eGFR<30 を対象にお

薬手帳への CKD シール貼付の事業が行われて

いる。医師会、薬剤師会の組織力で急速に普及

し、約 1万枚の貼付で約 30件の疑義照会等の

何らかの対応があった。県薬剤師会提供の「連

携お薬手帳」では表紙に CKD、糖尿病、抗凝固・

抗血小板薬使用を表示し、注意喚起できるよ

うになっている。 

• 山形大学 Well-being研究所の事業として山形

県内のコホート研究の成果を活用し、個人の

状況に合わせた生活習慣への介入や健康管理

を意図としたアプリを開発した。健診結果入

力による健康予測（死亡、脳梗塞、心筋梗塞、

がん、要介護のリスク）、プッシュ通知による

受診勧奨、日常の習慣、心身の状態の入力に対

する生成系 AI によるコメント，アドバイス，

市町村独自の健康情報提供（イベントなど）な

どが可能となっており、健診放置例などへの

訴求が期待されている。 

 

3．自治体担当者を交えたグループディスカッショ

ン 

各県・政令市の対策の現状を 1）普及啓発、2）地

域における医療提供体制の整備、3）診療水準の向

上、4）人材育成の視点から共有し、今後の方向性

について議論を行なった。主な発言は次の通り。 
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1）普及啓発 

• チラシ作成 8 万枚を作成し一般市民や薬局向

けに配布したが効果は不明。（福島県） 

• DKD や肥満関連の普及啓発に取り組んだが地

域による取り組みの差が見られた。（宮城県） 

 

2）地域における医療提供体制の整備 

• 開業医が高齢化，開業医確保が難しい。人手が

ないのを前提に CKD 診療体制を構築する必要

がある。コメディカルの育成も進んでいるが

十分でない。 

• CKD 病診連携事業を医師会と協力して展開中。

（仙台市） 

• 病診連携のための紹介フォーマットを使用し

た連携の取り組みをしているが、かかりつけ

医からは可能な限りの簡素化を求められてい

る。（福島県，仙台市） 

• 新規薬剤の登場により今後は G3b ではなくよ

り早期の G3a での専門医との連携により方針

決定のもとかかりつけ医との診療連携体制が

必要。（福島県ほか） 

• 医療機関に所属しないフリーランスの腎臓専

門医が存在し一役買っており、そのような人

材の活用も考えられるのではないか。（宮城県） 

• 専門医療機関の診療時間、診療内容のリスト

を作成し公開している。（仙台市、岩手県） 

• 東北は移動距離が長く時間的ロスが避けられ

ないため、遠隔医療の活用が望まれる。 

• 糖尿病性腎症重症化予防事業に eGFR<45 での

受診勧奨を含め CKD 対策も加味している。（青

森県） 

今後の対策の方向性について 

• 人口減少社会にあって豊富な事業や潤沢な人

材を投入し対策の先進地域に追いつこうとす

る戦略は今後困難となるのではないか。東北

地方でできていないことは今後他地域もでき

なくなると考えるべきで、我々ができていな

いことが「遅れていることだ」という考えにな

らないようにすることが大事である。（福島県） 

• 会議に関しては東北では移動距離を考慮し

WEB 等を有効に使い、むしろ回数を増やし密な

コミュニケーションを取る機会を増やすよう

にした方がよいのではないか。（宮城県） 

 

北陸ブロック ：それぞれの CKD対策の取り組みは

各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で推進

された。またそれらの情報を共有することにより、

改善が進むため、今後の効果が期待される。 

 

東京ブロック：患者および医療者への CKDや高血圧

の啓発効果を期待し、同大付属 4 病院内の全診療

科、関連企業や施設、東京都予防医学協会、協会け

んぽ東京支部、港区医師会等に計 2 万冊を進呈し

た。また、付属 4病院の通院患者には、初版の 2500

冊を 1冊 200円（税込）で販売した。令和 6年度末

時点で完売間近となり、増刷の準備を開始した。 

 

南関東ブロック： 神奈川県は令和５年に厚労省モ

デル事業に採択されたのち、引き続き横浜市が主

体となった横浜 CKD 診療連携モデルとして、ヘル

スデータ駆動型の CKD 診療連携モデルを金沢区で

先駆的に展開している。 

 

横浜市金沢区ヘルスデータ駆動型の CKD 診療連

携モデル 

 

 

モデルで使用されている紹介基準と診療情報提

供書 

 

埼玉県では基幹大学病院と医療圏内地区医師会

との間で連携体制を構築している。 
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埼玉県内の大学病院と連携体制を構築している

市町村医師会 

 

 

埼玉県内で使用している CKD診療連携パス 

 

 千葉県も本研究班の定点観測地域として厚労

省のモデル事業に採択され、全県を挙げた対策が

進んでいる。そこには千葉県庁（対策協力医リス

ト、専門医リストの公開）、千葉医師会（対策協力

医への手上げ）、千葉県国民健康保険団体連合会

（ハイリスク患者の抽出）、薬剤師会や栄養士会

の協力が連携してとられている。 

 

千葉県における CKD重症化予防対策の全体像 

 

 

千葉県で運用されている CKD診療情報提供書 

 

東海ブロック ：CKD 診療連携モデル事業構築に際

し、腎臓専門医が充足していない地域では、かかり

つけ医（医師会）の役割が重要であり、併せて CKD

診療の標準化が重要であることを確認した。横展

開を行うため引き続き協議を重ね、必要時に各都

道府県において各層の助力を行う事を確認した。 

健診結果等を用いたデータベースの構築と解析

が今後の CKD診療の改良に有用である事を確認し、

実現に向けて意見交換を行なった。 

 

近畿ブロック：尿蛋白患者(尿蛋白≧2+)における医

療アクセス率に関して、対象者が 10人未満の市町

村区を除外したところ 56市町村区が解析対象にな

った。上位市町村区の医療アクセス率は豊能町の

61.1%であるのに対し、下位市町村区では大阪市 A

区の 18.2%であった。B市を基準とした場合に C町

の多変量補正ハザード比は 2(95%信頼区間は 1.02-

3.91)であり、大阪市 D区の多変量補正ハザード比

は 1.85(95%信頼区間は 0.9-3.82)であった。一方

で堺市 E区の医療アクセス率は 20%、多変量補正ハ

ザード比は 0.45(95%信頼区間は 0.11-1.88)であり、

大阪市 A 区の多変量補正ハザード比は 0.4(95%信

頼区間は 0.1-1.67)であった。  

尿蛋白患者(尿蛋白≧3+)における医療アクセス率

に関して、対象者が 10 人未満の市町村区を除 外

したところ 13市町村区が解析対象になった。上位

市町村区の医療アクセス率は F 市の 72.7%である

のに対し、下位市町村区では G 市の 26.3%であっ

た。B市を基準とした場合に F市の多変量補正ハザ

ード比は 1.79(95%信頼区間は 0.68-4.74)であり、

堺市 H 区では 1.73 (95%信頼区間は 0.59-5.01)で

あった。一方で I市の医療アクセス率は 38.1%、多

変量補正ハザード比は 0.89(95%信頼区間は 0.34-

2.35)であり、G 市の多変量補正ハザード比は

0.69(95%信頼区間は 0.23-2.12)であった。 

 

中国ブロック：R6 年度には、県内７つの CKD-NET

で、医師会、行政、薬剤師、薬剤師、管理栄養士や

栄養委員会などと協力した CKD 診療連携体制を発

展させるべく、各ネットワークで活動を展開でき

た。 
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ブロック会議においては、各県内での CKD 対策

の取り組みと進捗状況を共有することができた。 

 

定点観測： 

旭川市：以下に定点観測の結果を示す。（←は昨

年値からの変化） 

連携体制に参加している腎臓専門医数：14（←12） 

連携体制に参加している専門医療施設数：4（←4） 

連携体制に参加したかかりつけ医数：96（←84） 

連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓病療

養指導士）：12（←8） 

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：182（←

165） 

紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介数、

eGFR>45 での紹介数）：72（←75） 

腎代替療法の導入依頼患者数：18（←18） 

逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）24（←

25） 

病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総数

（連携患者数）：20（←15） 

昨年と比し、各指標は昨年とほぼ同様であった

が、連携体制に参加している専門医数、かかりつけ

医数は増加した。 

 

千葉県 ： 

①令和７年２月現在、すべての千葉県内郡市医師

会には1人以上のCKD対策協力医が県内で計252名

養成された。②令和6年には4,178枚のCKDシール

が添付された（令和4年からの3年間で12,378

枚）。令和6年、このシールをもとに126件の疑義

紹介が行われた。また千葉県薬剤師会は「千葉県

薬剤師会公認CKD協力薬局制度」を開始し、現在

９３薬局が参加となっている。③千葉県CKD重症

化予防対策に取り組む市町村が、千葉県54市町村

中、令和3年 20、令和4年 22、令和5年 32市町

村、令和6年35市町村と増加した。健診からCKD対

策協力医への紹介も年々増加している。

また腎臓専門医への紹介件数も増えている。

④千葉県栄養士会から管理栄養士をかかりつけ医

に派遣し栄養指導を行う体制が構築され、契約医

療施設が8件となった。 

またこれらの CKD重症化予防対策は毎年進展し、

令和 6 年千葉県栄養士会から管理栄養士をかかり

つけ医に派遣し栄養指導を行う体制が構築され、

契約医療施設が 8件となった。 

 

岡山県美作市：美作 CKD-NETは、岡山県北部の山間

部に位置するエリアの医療連携ネットワークであ

り、以下本年度の調査結果を記す。 

 

 
＜診療連携体制の実際＞ 

 

 
＜診療連携による医療水準の向上＞ 

（二人主治医制を取っている患者に関するデー

タ） 

 

熊本市：コロナ禍以来途絶えていた熊本市 CKD 対

策推進会議を 5年ぶりに開催。行政、専門医、医師

会、薬剤師会、熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会、

保険者など以前よりも参加対象となる領域を拡大

して開催した。 

 

 

D.考察 

全国： 連携体制構築の障壁として、行政や県医師

会の協力が得られない、また地域の専門医数の不

足およびかかりつけ医の無関心などがあげられる。

前者については本年度実施した行政担当者と専門

医間の意見交換会を研究班主導で、できれば県医
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２．腎専門医への紹介件数(延)

単年度 積算

連携体制に参加している腎臓専門医数 4
連携体制に参加している専門医療施設数 10
連携体制に参加したかかりつけ医数 90
連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓病療養指導士） 薬剤師、保健師

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ） 38
紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介数、eGFR>45での紹介数） 21
腎代替療法の導入依頼患者数 4
逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ） 28
病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者総数（連携患者数） 147

連携参加かかりつけ医＊におけるガイドライン普及率 91.20%
連携体制でケア中の患者における栄養指導の実施率 51.00%
連携体制でケア中の患者における血圧＜140/90mmHgの割合(75歳以上では血圧＜150/90mmHg) 81.60%
連携体制でケア中の患者におけるHb11~13g/dLの割合(75歳以上ではHb9~13g/dL) 87.80%
連携体制でケア中のDKD患者におけるHbA1c＜7%の割合(75歳以上ではHbA1c＜8%) 85.40%
腎代替療法導入依頼患者におけるSDM実施率 75.00%
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師会も交えて開催を継続することなどを通して、

協力の機運を高める必要がある。また専門医数を

補い、またかかりつけ医の関心を高めるために、連

携体制を補佐する CKD 協力医の育成を進める必要

がある。 

 かかりつけ医と専門医との間に連携すべきと考

える CKDステージに関して格差があり(ステージ G4 

vs ステージ G3b)、かかりつけ医の紹介するタイミ

ングはより遅くなりつつある。これは CKD 診療に

関する意識が高まり、また HIFPH阻害薬や SGLT2阻

害薬などの CKD 治療薬の開発が進んだ結果と想定

される。ただ近年、糖尿病関連腎臓病(DKD)や CKD

に対する進行抑制効果が示された集学的治療や

SGLT2 阻害薬の末期腎不全への進展抑制に関して、

CKD ステージ G4（GFR<30）以降では有意な効果が認

められないとする報告がなされている。(Clin J Am 

Soc Nephrol 2020;15:1705-1714, J Diabetes 

Investig 2021;12:207-216, J Am Soc Nephrol 

2021;32:2352-2361, Clin Kidney J 

2023;16:1187)よってできれば連携体制による標

準治療の徹底はステージ G3b からが望ましく、紹

介基準の周知徹底をはかる必要がある。 

 

南北海道ブロック ：北海道は面積が広大であり、

また腎臓専門医が偏在している。よって、地域に

あった連携体制の構築が必要である。 

北海道はエリアを分け、それぞれが地元に根付

いた対策を行えた、また、令和 6年度北海道ブロッ

ク慢性腎臓病対策会議を行う事で、道内の好事例、

問題点などを共有することができたのは、非常に

有意義であった。また、同じ問題を抱えている地域

が交流できることで、今後の解決を導くためにも

なったが、それ以上に自分達だけが大変なわけで

はないと、勇気づけられた事が、非常に大きかった

と考えている。 

 

東北ブロック ：普及啓発面で効果の検証、取り組

みの均霑化に課題がみられた。医療提供体制の整

備については東北ブロックは概して腎専門医療機

関や関連スタッフなどの医療資源に乏しく、マン

パワー面での短期的な現状打開は容易ではない。

したがって病診連携においては、数少ない専門医

との適切な連携は言うまでもなく、新たな CKD 治

療ツール（SGLT2阻害薬，HIF-PH阻害薬など）の登

場を踏まえてかかりつけ医自身の CKD 診療水準を

向上させ対応範囲を広げることや多職種のメディ

カルスタッフとの協働の視点からの実践が重要と

なると考えられる。引き続き医療側と自治体と問

題認識の共有と意思疎通を図り、定期的な目線合

わせと情報共有のための意見交換を継続してゆく

必要がある。 

 

東京ブロック： 

1)近年、製薬企業等からの血圧手帳の進呈が中止

されたことで、患者に自己血圧測定を指示する機

会が減少する懸念があったため、本手帳の作成に

着想した。血圧測定アプリを使用していない患者

等から一定の需要があり、院内各科への浸透等に

伴い販売数は増加傾向である。販売利益による増

刷という方法は、持続可能性が高く、他施設にも横

展開できる。 

2)第２期循環器病対策推進基本計画には、循環器

病の発症予防や重症化予防の観点で「腎疾患対策

検討会報告書（平成 30年）」における関連施策との

連携を推奨する記載がある。また、腎硬化症による

透析導入増加が顕著なことから、血圧手帳を活用

した取組等の、高血圧対策と CKD 対策の連携は有

用と考えられる。 

 

南関東ブロック：厚労省「慢性腎臓病重症化予防の

ための診療連携体制構築及び多職種連携モデル事

業」への採択や県保健医療計画への CKD 対策推進

に関する明記が契機となって、神奈川県 CKD 対策

連携協議会・診療連携構築協議会、埼玉県 CKD対策

検討会議、千葉県 CKD 重症化予防対策部会が立ち

上がり、全県を挙げての CKD 診療連携体制の構築

の機運を高めることができた。 

 

東海ブロック ：各都道府県の行政機関の担当者、

CKD対策代表・責任者、かかりつけ医（医師会）の

間で円滑な横展開を実現するためには、CKDに対す

る理解を更に深化する必要性がある。 

 

近畿ブロック：医療機関アクセス率が上位である市

町村区において、ヒアリング調査と検討会で得ら

れた情報をもとにアンケート調査を実施した結果、

個別健診の割合が高いことが高い医療機関アクセ

ス率に関連している可能性が示された。 

 

中国ブロック：CKD対策においては、医師とメディ

カルスタッフの協働が大変重要である。同じ岡山

県内において、そもそも腎臓専門医の有無を含め

た医療資源やそもそもの人口の違いがあり、それ

ぞれのエリア独自のやり方で CKD 医療連携が展開

されている。これが岡山県の CKD-NET の特徴であ

る。医師会の中に CKD 患者の入院診療可能な施設

がある場合とない場合で、CKD-NETの発展に差があ

る可能性を感じた。昨年度で腎臓専門医のクリニ

ックが閉院されたエリアもあった。今後は医療資

源が効率化されていく時代にさしかかってきてお

り、各エリアで、いかに存在する医療資源を活用し、

多職種による CKD 医療連携の継続、できれば発展

につなげていくのか、各エリアでのニーズに応じ

た丁寧な対策が必要である。 

中国ブロック会議は、コロナ前依頼久しぶりで
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あったが、無事に開催できた。以前と比べて、各県

市における CKD 対策が非常に進み、各エリア内で

の連携体制も着々と構築されていることがわかっ

た。議論も活発に行われ、非常に有意義な会であっ

た。このような情報共有を今後も定期的に行うこ

とは重要である。 

 

定点観測： 

旭川市：非腎臓専門医のかかりつけ医が CKD 診療

を適切に行うために、腎臓専門医への紹介基準、市

内腎臓専門医リストを記載した資材を作成し配布

することは有用と考えられた。 

 

岡山県美作市：岡山県美作エリアの CKD-NET ワー

クの特徴は、腎臓専門医が少ないこと、連携体制に

参加したかかりつけ医が 6医師会合計 90名である

こと、腎生検を行える施設がないこと、人口が大き

くなく比較的高齢化が進んでいる地域であること、

などである。さらに今年度から、腎臓受け入れ施設

が 1 施設減った。このエリアでの質の高い CKD 医

療連携体制の維持・発展のために、新たな施設の組

み入れも今後の検討課題てある。 

そういう特徴のエリアで 2019年から始まった定

点観測である。昨年度と比較して、紹介、逆紹介数

は今年度も昨年度と同程度の水準であった。一方

で、病診連携を行っている患者数は、過去最高の

147 名になった。美作エリアにおける医療連携ネッ

トワークの中で、CKD診療連携の有用性が医師に理

解され、徐々に浸透してきたことを表している。さ

らなる発展が期待される。 

また、連携さんかかりつけ医におけるガイドラ

イン普及率が非常に高まっている。血圧管理状況、

貧血の管理状況、血糖管理状況はいずれも高い水

準で管理されている。今後も各指標の管理目標達

成率 100％を目指した質の高い CKD 診療の質の向

上が期待される。 

エリア内での SDM実施率も、高い水準である。対

象患者数は少なかったものの、質の高い医療の提

供体制が整っていると考えられる。 

 

 

E.結論 

全国：日本腎臓病協会 CKD対策部会と連携し、地

域の実情に即した診療連携体制の構築を推進し、

定点観測地域（旭川市、千葉県、岡山県美作、熊

本市）では連携制度の構築とその効果について引

き続きモニタリングを行った。 

2024 年度下半期に全国 12ブロック（北・南北

海道ブロック、東北ブロック、北関東ブロック、

東京都・南関東ブロック、北陸ブロック、東海ブ

ロック、近畿ブロック、中国ブロック、四国ブロ

ック、九州・沖縄ブロック）で腎臓専門医と自治

体担当者間での意見交換会を行った。 

CKD 診療連携体制の成功事例について連携体制

構築のプロセスに関する構造化プログラムを作成

し、横展開を目指して HPで公開した。 

 

南北海道ブロック ：エリアごとに CKD ネットの

構築や病診連携の構築が進んだ。 

 

東北ブロック ：日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部

会(J-CKDI)各県代表ならびに自治体（6県・1政令

市）担当者が CKD対策の総論と、ブロック内各地域

における取り組み事例（普及啓発、診療連携体制構

築、診療水準向上、人材育成）の共有し、今後の課

題が抽出された。 

 

東京ブロック：大病院や大企業が多い東京都では特

に、メディカルスタッフを含めた院内他科や、企業

との連携構築が重要であり、CKD啓発を兼ねた内容

の血圧手帳を活用した取組を進めている。 

 

南関東ブロック：令和５年度に千葉県と神奈川県

が、令和６年度には埼玉県越谷市が厚労省モデル

事業に採択され、それぞれ行政、医師会、専門医が

連携する会議体が設立され、新たな紹介基準や診

療情報提供書、ＣＫＤ協力医・サポーター制度が運

用開始されている。県保健医療計画の中に CKD 対

策が盛り込まれ、行政の協力が得られるようにな

った。千葉県では薬剤師会や栄養士会などとの連

携も強化した。 

 

東海ブロック ：各層と引き続き協議を重ね、地域

の実情に合わせた紹介基準の作成や地域連携パス

の策定と運用を、CKD診療の標準化を進めながら行

う。 

 

近畿ブロック：アンケート調査の結果を踏まえて医

療機関アクセス率を検討したところ、医療機関ア

クセス率が上位である市町村は特定健診における

個別健診の割合が高いことが明らかとなった。し

かし、今回用いたアンケート調査では、個別健診の

体制を詳細に明らかにすることはできなかった。

個別健診は市区町村が個別医療機関に特定健診事

業を委託して行うものであり、市区町村ごとに委

託の内容は異なり、医療機 

関ごとに実施体制が異なるため、今後より詳細

なアンケート調査を実施し、医療アクセス率に関

連する要因を検討する必要がある。その後モデル

となる市町村区を選定し、実現可能な医療アクセ

ススキームの構築を考察する必要がある。 

 

中国ブロック：岡山県内で、ほぼ全域をカバーする

形で各エリアに構築された CKD 診療連携体制を継

続できた。そして、これらの CKD-NETを多職種連携
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へと徐々に発展させることが期待される。 

中国ブロック内 5 県において情報共有をすすめ

ることで、診療連携体制構築の均てん化を促すこ

とが期待される。 

 

九州・沖縄ブロック ：12月に厚生労働省腎疾患

政策研究班主催、日本腎臓学会、日本腎臓病協会

後援のもと、九州・沖縄ブロック会議を対面にて

開催した。会議では各県の代表および行政担当者

が一同に集い、先進事例（福岡市、熊本市、長崎

県佐世保市）の活動の紹介のあと、3グループに

分かれて討論、その後全体討論・総括を行い、進

捗の確認、情報共有を行った。また、熊本市 CKD

対策推進会議を 5年ぶりに開催し、行政、専門

医、医師会、薬剤師会、熊本県腎臓病療養指導士

連絡協議会、保険者など多くの参加のもと議論を

行った。 

 

定点観測： 

旭川市：地域の実情に合わせて、CKD診療連携ツ

ールを作成することは重要である。CKD重症化予

防のためには、長期的な視点での取り組みが必要

である。 

 

千葉県 ：千葉県全域におけるＣＫＤ診療の普及

を目指している。そのためには、様々な職域の関

与が必要であるが、令和5年度には前述のごとく

前年度よりもさらに多くの多職種の積極的な関与

が得られ、結果として集積されたデータからも千

葉県におけるＣＫＤ診療の普及は促進された。 

 

岡山県美作市：今年度も美作 CKD-NET の定点観測

を行った。CKD診療連携体制がしっかり構築され運

用されている。今後のさらなる発展が期待される。 
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